
引き続き財政健全化への努力を“一般会計予算案に付帯決議”�

◆年間の通算会期日数は、
105日間に・・・・�

　本会議には、年に4回開催す
ることになっている「定例会」
と、必要に応じて開かれる「臨
時会」があります。�
　平成15年には、定例会が、3
月、6月、9月、12月に開催さ
れるとともに、臨時会が、4月、
10月の2回にわたり開かれまし
た。�
　これら6回の本議会の通算会
期日数（招集日から最終日まで
の日数）は、105日間〔104日
間〕に達しています。�

◆委員会などの開催日数
は、95回に・・・・�

　市議会では、本会議のほかに、
予備的審査機関である常任委員
会をはじめ、特定の事項を審査
する特別委員会、議会運営委員
会など多くの会議が開催されま
す。�
　平成15年には、これら全体
で合計95回〔93回〕にわたり
会議が開催されました。�

◆年間の傍聴者数は、延
べ539名に・・・・�

　川西市議会では、本会議はも
とより、常任委員会、議会運営
委員会などの会議を公開してい
ます。�
　昨年1年間では、本会議を
361名〔293名〕の方が、また、
常任・特別委員会などの会議を
178名〔151名〕の方が傍聴さ
れています。�

◆本会議での審議案件数
は、155件に・・・・�

　本会議では、予算をはじめ、
条例や公共工事等の契約など、
さまざまな案件（議案）が審議
されますが、平成15年には、
市長から計119〔118〕の案件
が提出されたほか、議会からも
常任委員会の選任案件など14
件〔17件〕を提案しています。�
　このほか、皆さんからの請願
13件〔12件〕を受理し、審査
するとともに、議会からも9件
〔4件〕の意見書・決議を提案
しています。�
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平
成
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年
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去
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２
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会
計
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年
度
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合
計
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の
案
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審
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日
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日
間
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期
を
終

え
ま
し
た
。�

　
こ
の
定
例
会
で
は
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16
年
度
の
施
政
方
針
や
予
算
編
成

方
針
に
対
し
、
各
交
渉
団
体
（
会
派
）
の
代
表
者
６
名
が
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総
括
質
問
」
を
行
う
と
と
も
に
、
予
算
案
を
審
査
す
る

特
別
委
員
会
で
は
、
各
施
策
ご
と
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予
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に
つ
い
て
活
発
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議
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わ
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れ
ま
し
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ま
た
、
最
終
日
に
は
、
「
容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法
の

見
直
し
を
求
め
る
意
見
書
」
を
全
会
一
致
で
可
決
し
、
直

ち
に
関
係
大
臣
等
に
送
付
し
ま
し
た
。�

16年度各会計予算案などを審議�
「容器包装リサイクル法」見直しを求め意見書提出�
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3月定例会�

“一般会計予算案に付帯決議”引き続き財政健全化への努力を�
　この３月定例会には、総額１０１４
億８７９８万６０００円の平成１６年度予算
案が提出され、市政運営の考え
方や各施策のあり方などについ
て議論し、慎重に審査しました。�
　新年度予算は、市税の大幅な
落ち込みが続き、多額の市債償
還が財政を圧迫するなど、極め
て厳しい状況の下で編成され、
福祉、環境、教育分野に重点的
に配分する内容となっていますが、
予算総額の実質的な伸び率は、１５
年度に比較し５.６％の減となって
います。�

　特に、一般会計予算案を審査
した特別委員会では、歳入の中
心である市税の確保や各種事務
事業の効果的な進め方など、各
分野の予算に対し多くの意見が
述べられ、「特別委員会の付帯
決議」として、住宅団地開発に
係る多額滞納額の解消、あるいは、
２００件を超える委託料の見直し等
を求める要望が付されました。�
　さらに厳しさを増していく財
政環境の下で、引き続き財政健
全化への努力を求め、行政改革
等に積極的に取り組まれんこと

を期待します。�
　また、この定例会では、国民
健康保険税条例の一部改正案も
審議しています。�
　今回の改正は、国民健康保険
事業の健全化を図るため、医療
給付費分国民健康保険税の課税
限度額や所得割の税率変更など
を行おうとするもので、条例案
を審査した厚生経済常任委員会
では、国民健康保険事業の抱え
る制度上の問題点や、被保険者
への医療給付のあり方などにつ
いて、活発に論議されました。�

市議会�市議会�
み�ん�な�の�

市議会�
No.52No.52No.52No.52

　このコーナーでは、市議会の機
能や役割のほか、議案審議の流れ
などについても紹介してきましたが、
毎年、３月定例会号では、前年の
市議会の活動状況を報告しています。�
　今回も、会議の開催日数や審議
案件数などについて、具体的な数
字などをもとに、まとめてみました。�
（注）〔　〕内は、前年実数�

第
2
回
市
議
会
（
定
例
会
）
日
程�

第１日（2月26日）�
○会期の決定�
○固定資産評価審査委員会委員の選任〔１議案〕
⇒表決�
○新年度施政方針⇒市長演説�
○平成16年度一般会計予算など〔32議案〕⇒市長
提案説明�

〈議　案　熟　読〉�
第２日（3月2日）�
○平成16年度一般会計予算など〔32議案〕⇒質疑
・委員会付託�
○請願〔１件〕⇒委員会付託�
○総括質問�
第３日（3月3日）�
○総括質問�
第４日（3月4日）�
○一般質問�
第５日（3月5日）�
○一般質問�

〈常任委員会審査〉�
〈予算特別委員会審査〉�

第６日（3月26日）�
○監査委員の選任〔２議案〕⇒表決�
○平成16年度一般会計予算など〔32議案〕⇒各委
員長報告・質疑・討論・表決�
○請願〔２件〕⇒各委員長報告・質疑・討論・表決�
○意見書案〔１件〕⇒表決�
○請願〔１件〕⇒表決�
○市議会委員会条例の一部改正〔１議案〕⇒表決�
○議会運営委員会委員の選任〔１議案〕⇒表決�

■ 議 会 活 動 ■�
～数字で見る１年間～�



2 かわにし市議会だより   146号�

議員　①国の交付税改革に伴う本市
への影響と財源不足の補てん措置
について�
②「地域に開かれた学校づくり」を
行うため、地域ボランティアを積
極的に活用することについて�
③児童虐待防止対策として、家庭へ
の訪問型支援を行う考えについて�
市長　①平成１６年度の本市における
実質的な交付税財源は、特別交付税
を除き対前年度３.８％、金額にして
２億６８００万円余りの減になると見込
んでいる。�
　このため、新年度予算の編成段階
から中期財政収支計画に基づいて、
限りある財源を効率的かつ効果的に
活用すべく、予算の「総額管理枠配
分方式」を導入している。�
　今後とも、未利用資産の売却によ
る財源確保や事務事業のあり方の総
点検など、市行政ＳＲ作戦の強化を
基本として、次世代に責任が持てる
財政基盤の確立に向けて、努力して
いきたい。�
教育長　②本市では、地域に開かれ

た学校づくりの一環として、「いきい
き学校応援事業」を行っている。�
　この事業は、地域とともに「学び
の協働」を実現するため、地域の方々
と専門知識を有した学校支援ボラン
ティアに、学校の応援団として参加
していただく取り組みである。 �
　市教育委員会では、この学校支援
ボランティアを「学びの協働」を実
現するための重要なパートナーとし
て位置づけており、今後も、地域の
方々とともに川西の教育を築いてい
きたいと考えている。�
保健福祉部長　③近年、児童虐待が
大きな社会問題となる中で、本市で
は、一昨年に関係機関で構成する「児
童虐待防止ネットワーク会議」を設
置し、児童虐待の早期発見と早期対
応に取り組んでいる。�
　また、家庭への訪問型支援につい
ては、「次世代育成支援対策のための
行動計画」を策定することとしてお
り、虐待防止対策に係る国の指針等
も踏まえながら、この過程で検討し
ていきたい。�

議員　①猪名川上流広域ごみ処理施
設建設事業の推進に対する市長の
考え方について�
②新たに庁内に設置された政策・戦
略会議の機能について�
③市立川西病院の広域的な運営に向

けた考え方について�
市長　①猪名川上流広域ごみ処理施
設建設事業については、一部事務組
合の設立以来、手順を踏みながら事
業が進められてきており、平成１６年
度では、これまでの準備作業の成果

を踏まえ、
実質的な建
設工事に着
手されるこ
ととなって
いる。�
　本市とし
ては、今後
とも一部事
務組合を中
心として、
組合を構成
する他の３
町と協力し
ながら、予

定どおり処理施設が稼働できるよう
事業推進に努めていく考えである。�
畑尾助役　②現在、地方自治体にあ
っては、市民生活の質の向上が求め
られる一方で、財政状況は深刻化の
一途をたどっている。�
　このような状況の下で、本市では、
市長から一般職員に至る全職員が一
体となって、効率的な行政運営を期
すための取り組みを展開しており、そ
れらを推進システムの一つとして政
策・戦略会議を設置したものである。�
　この会議で、実施計画の策定や事
業選択などに際し、戦略的な意思決
定をするなど、市政運営の基本方針

等を審議する機関として機能させて
いく考えである。�
病院事業管理者　③市立川西病院の
患者を住所別に見ると、外来で川西
市が６６％、猪名川町・能勢町・豊能
町が２９％、その他が約５％であり、
入院は、川西市が５９％、３町の合計
が約３０％、その他が約１１％となって
いる。�
　今後の市立川西病院の運営につい
ては、経営状況や３町からの利用実
態等も考慮しながら、負担のあり方
等も含めて広域的運営について検討
し、協議していくことも必要である
と考えている。�

議員　①前年度市政の総括を新年度
予算に反映させることについて�
②（仮称）川西市環境基本条例の制
定に向けた取り組みについて�
③市民のまちづくりへの「参加と協
働」を実現するための説明責任に
ついて�
市長　①本市では、平成１５年度より、
予算編成を含めた政策決定の手順を
抜本的に見直すとともに、新しい行
財政システムをスタートさせ、自立
できる行財政運営の基盤を築いたと
ころである。�
　また、平成１５年度では、新総合計
画と財政収支計画、市行政ＳＲ作戦
を一体として、聖域のない行政サー
ビスの見直しを行い、さらに、平成
１６年度予算では、人件費や事務事

業の見直しなど、約７億２０００万円の
効果を見込んでいる。�
畑尾助役　②本市では、平成１５年６
月に、「新しい課題に適応した環境
施策のあり方」について、川西市環
境保全審議会に諮問しており、その
審議過程において、条例の策定等に
際しては市民の意見を幅広く聞くな
ど、進め方については十分配慮する
ようにとの指摘がされている。�
　これを受けて、市としては、学識
経験者の意見や他都市の情報等を参
考にしながら、さまざまな内容を整
理してきており、１６年度においても、
市民や事業者などの意見をきめ細か
くお聞きしながら、引き続き条例策
定に向けて努力していきたい。�
企画財政部長　③市民の参加と協働

については、単なる減量経営の
ための手法となったり、市民へ
の責任転嫁につながることのな
いよう十分、留意していかなけ
ればならないと考えている。�
　また、市民の参加と協働を実
現するためには、市が説明責任
を果たすことが重要であり、今
後とも、広報紙やホームページ、
あるいは、出前講座などのさま
ざまな媒体や機会を通して情報
提供するとともに、説明責任を
果たしているか否かについても
検証していきたいと考えてい
る。�

　総括質問は、本会議第2日目と第3日目の2日間にわたり、交渉団体代表者6人で行わ
れ、平成16年度の市長の施政方針や予算編成方針などについて活発に論議されました。�
　ここでは、多くの質問や答弁のうちの一部について、その要旨を掲載しています。
要旨を掲載していない質問項目は、3面の「総括質問項目（掲載分を除く）」にまと
めて掲載していますので、ご参照ください。�

「政策・戦略会議」の機能も�

交付税改革の影響示せ�
児童虐待防止対策も�

“市民の参加と協働”考え方も�
連 合�
市民クラブ�
連 合�
市民クラブ�

智政会�智政会�

公明党�公明党�

日 本�
共産党�

自 由�
市政会�

新 生�
緑風会�

質問�総括�質問�総括�質問�総括�
広域ごみ処理施設建設計画 市長の考え聞く�

環境基本条例 制定への取り組み問う�

教 育 文 化 �
◎学校教育�
　●小学校給食の運営�
　●子どもサポーターの派遣�
　●小学校校舎等の緊急改修�
　●明峰中学校校舎の大規模改造�
　●幼稚園舎の改修�
◎地域教育�
　●校外の生徒指導�
　●留守家庭児童育成クラブの充実�
�
◎生涯教育�
　●生涯学習の推進（ふるさと学舎事業の実
施等）�

　●生涯学習センターの整備�
　●国民体育大会の開催準備�
　●生涯スポーツの振興�
◎文化�
　●文化財の保存・啓発�

�
1億6531万円�
3181万4000円�

9500万円�
3億300万円�
1000万円�

�
1422万4000円�

�
1億814万8000円�

�
�

40万7000円�
1432万円�

2億1822万1000円�
3844万6000円�

�
1163万8000円�

環 境 共 生 �

◎環境保全�

　●環境保全の啓発�

◎省資源・リサイクル�

　●ごみ減量・リサイクルの推進�

�

　●広域ごみ処理施設建設の推進�

�

◎環境衛生�

　●市道等不法投棄の処理�

◎公園・緑地�

　●公園の改良�

　●ダリヤの育成�

◎下水道�

　●下水道（雨水・汚水）の整備�

�

590万円�

�

�

1541万4000円�

�

1億3439万6000円�

�

1498万4000円�

�

1563万5000円�

911万8000円�

�

�

4億8429万4000円�

健 康 福 祉 �

◎健康�

　●保健対策の実施�

　●母子保健の推進�

　●健康診査の実施�

　●歯科保健の推進�

◎地域福祉�

　●地域福祉活動への支援�

◎高齢者福祉�

　●老人福祉施設への支援�

　●在宅高齢者への支援�

◎障害者福祉�

　●心身障害者への支援�

　●精神障害者への支援�

�

�

◎児童福祉�

　●児童手当の支給�

　●次世代育成支援対策行動計画の策定�

�

　●市立保育所の運営�

　●民間保育所運営の支援�

�

◎母子・父子福祉�

　●母子自立の支援�

◎低所得者福祉�

　●低所得者への支援�

�

1億6328万5000円�

2070万1000円�

2億2031万8000円�

1377万9000円�

�

6363万5000円�

�

5104万4000円�

1億4682万1000円�

�

9億1553万1000円�

3405万3000円�

�

�

�

6億9039万5000円�

�

197万2000円�

4億1187万7000円�

�

3億2335万2000円�

�

100万円�

�

16億9455万7000円�
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議員　①川西市政運営における受益
者負担の考え方について�
②中止された「市民平和バス」に代
わる新たな平和施策実施について�
③「次世代育成支援対策のための行
動計画」の策定方針について�
市長　①行政の守備範囲が拡大した
今日では、基礎的で必需的な公共サ
ービスに加え、高次元で選択的なサ
ービスが増加してきている。�
　こうした中で、選択的にサービス
を利用する人と利用しない人との整
合性を考慮するとと
もに、受益者負担を
自主財源の一つの柱
として活用すること
は、分権時代における
地方自治体の財政運
営においては、重要
であると考えている。�
畑尾助役　②本市で
は、平成元年に「非
核平和都市宣言」を
行うとともに、核実
験に対して中止を求

める抗議文を送付するなど、さまざ
まな行動や事業を展開してきた。�
　今後も、市民平和バスの成果を損
なうことなく、「かわにし平和展」
を引き続き開催し、そこで寄せられ
た折り鶴を、広島の平和記念式典の
当日に「原爆の子の像」に捧げるな
ど、非核平和都市宣言の精神を守っ
ていく考えである。�
保健福祉部長　③今回策定しようと
する「次世代育成のための行動計画」
は、平成１７年度から２１年度までの前

期５カ年計画で、子育て支援サービ
スや保育サービスの充実など、国が
定める「計画策定指針」に基づき策
定するものである。�
　策定に際しては、子育てに関する
サービス提供の現状や、市民ニーズ

の調査結果等を踏まえながら、関係
機関や団体等で構成する懇話会で審
議願うとともに、その策定過程にお
いて計画案を公開し、サービス利用
者等の意見も幅広く聞かせていただ
きたいと考えている。�

議員　①市が進める行政改革の基本
的な理念について�
②教育関係施策を数値目標を掲げ評
価することについて�
③自治基本条例の策定手法とスケジ
ュールについて�
市長　①国・地方ともに、行財政運
営は極めて厳しい状況にあり、全国
の自治体において、自己決定・自己
責任の原則のもとで財政基盤を確立
させ、自治体の能力を高めていくこ
とが最大の課題となっている。�
　本市では、いま一度、地方自治体
の事務処理の原点である「最少の経
費で最大の効果を上げる」といった
視点に立ち返り、事務事業全般を見
直し、時代の要請にこたえうる行財
政運営を期していく考えである。�
教育長　②これまで、教育活動を具
体的な数値目標で評価し、管理して
いくという概念は一般的ではなく、
学校運営も理念的・概念的になりが

ちであったと思われる。�
　一連の教育改革において、学校運
営に「経営」という視点がより求め
られてきている中で、可能なものに
ついては具体的な数値を示していこ
うという考え方も広がってきており、
こうした動向も参考にしながら具体的
な指標を設定し、学校経営を分かりや
すく評価できるよう努めていきたい。�
企画財政部長　③自治基本条例につ
いては、平成１５年度の施政方針にお
いて、条例制定に向けた対応を表明
しており、その後、市民の方々と慎
重に論議を重ねる必要があることか
ら、論点の整理や審議方法について
検討を重ね、今日に至っている。�
　平成１６年度においては、本市にお
けるまちづくりへの市民参加の現状
と課題の総括を行うとともに、市民
の皆さんとも十分協議のうえ条文の
整理等を行い、これらと並行して議
会と協議したいと考えている。�

議員　①財政健全化に向けた職員定
数管理のあり方について�
②補助金の抜本的見直しに関する考
えについて�
③市花「リンドウ」に愛着や親しみ
がわく施策の推進について�
市長　①平成１５年４月１日現在の職
員（水道・病院事業を除く）の職位
ごとの人数は、部長級１４人、室長級
４８人、課長級１００人、課長補佐級１４３
人、主査級２４５人、主任級１８０人、一
般職員４６０人である。�
　職員の定数管理は、人件費の抑制
に配慮しながら、再任用職員の活用
等を加味した職員定数管理計画に基
づいて実施しており、また、職員の

採用においても、将来の年齢別職員
構成に配慮した職員採用計画に基づ
き進めている。�
畑尾助役　②本市では、昨年６月に
外部の委員で構成する「補助金等審
議会」を設置し、補助金のあり方に
ついて諮問し、同年１０月に補助金の
抜本的見直しを求める答申を受けた
ところである。�
　今後は、この答申を尊重し、補助
金の見直しを進めていくこととして
いるが、平成１６年度の予算編成に際
しては、補助を受けておられる団体
等の年間事業計画との整合性を考慮
し、暫定的な措置とした。�
　平成１６年度では、それぞれの補助
金を所管する部署で、抜本的な見直
しを進めていく考えである。�
古川助役　③市民の皆さんに市花「リ
ンドウ」をより知っていただくため、
毎年、市民や山野草の愛好団体等へ
リンドウの苗をお渡しするとともに、
秋には「市花リンドウコンクール」
を開催している。�
　今後とも、市民の皆さんに親しん
でいただけるよう、リンドウの育成
やＰＲに努めていきたい。�

連 合�
市民クラブ�

受益者負担の考え方ただす�
次世代育成支援対策行動計画 策定方針も�

智政会�

公明党�

日 本�
共産党�
日 本�
共産党�

自治基本条例の策定手法も�

職員定数管理のあり方問う�自 由�
市政会�
自 由�
市政会�

新 生�
緑風会�
新 生�
緑風会�

質問�総括�質問�総括�
行政改革 基本的な理念を聞く�

補助金 見直しへの取り組みも�

�
�
�

485万3000円�
�

2869万1000円�
�
�
�

24万6000円�
�
�

1754万8000円�
�

7709万6000円�
�

1億2551万5000円�

【智　政　会】�
安田　末廣　　梶田　忠勝�
西山　博大　　久保　義孝�
吉富　幸夫　　黒田　靖敏�
宮路　尊士　　山口　嘉和�

○新年度予算編成に当たっての基本
的な理念について�

○行政ＳＲ作戦の今後の計画について�
○市民のまちづくりへの参加と協働
を具体的に担保するための仕組み
やルールづくりについて�

○現在の学校教育現場の問題点やそ
の解決策等について�

○本市の学校教育に一番不足してい
るものは何かについて�

○中央北地区再開発の現状や今後の
計画に対する考え方について�

○のじぎく兵庫国体の弓道競技場の
形態等について�

○総合体育施設の整備に向けた検討
方針について�

○「福祉デザインひろばづくり」へ
の支援策と関連福祉施設との関係
について�

○（仮称）川西市人権基本計画と既
存施策との整合性について�

○市制施行50周年記念事業の具体
的な内容について�

【公　明　党】�
志水　隆司　　岩田　秀雄�
江見　輝男　　横谷　弘務�
角谷　悠子　　　　　　　�

○健全な財政運営を行うための今後
の方策について�

○退職ラッシュ時の人件費急増に対
応できる一層の財政改革について�

○市税の徴収率向上へ向けた取り組
み方針について�

○市有財産のうち不用土地などを積
極的に処分する考えにいて�

○サマージャンボ宝くじ収益金の一
部を市町へ交付するよう市町村振
興会へ依頼する考えについて�

○「市民参加」と「市民との協働」
の定義について�

○「まちづくり基本条例」と「市民
参加条例」を視野に入れた、市民
のまちづくりへの「参加と協働」
を担保するための仕組みやルール

づくりについて�
○市内のボランティア団体やＮＰＯ
認証団体の団体数と会員数の把握
状況について�

○ボランティアやＮＰＯ等との協働
に関する基本計画の策定見通しに
ついて�

○新たな公共サービスの担い手の財
源確保につながる支援策について�

○介護サービスの基盤整備に向けた
取り組み方針について�

○介護予防策や高齢者の社会参加に
向けた取り組みについて�

○「高齢者虐待相談窓口」設置の考
えについて�

○次世代育成支援対策行動計画の策
定手法と「病後児保育」の取り組
みについて�

○実施後２年が経過する新教育課程
の所見について�

○学校施設の耐震化状況と今後の取
り組み方針について�

○学校内や通学路における子供たち
の安全対策として防犯ブザーを配
布する考え、並びに、その他の実
効ある安全対策について�

【連合市民クラブ】�
土田　　忠　　辻　　　優�
越田謙治郎　　多久和桂子�
安田　忠司　　　　　　　�

○（仮称）川西市自治基本条例の策
定方針について�

○職員定数の減少が人件費削減につ
ながらない状況下での今後の職員
定数の決定方針について�

【日本共産党議員団】�
住田由之輔　　黒田　美智�
大谷真智子　　土谷　一郎�

○日本経済や国政が地方自治体に及
ぼす影響を分析し、その手だてを
考えること、あるいは、それに関
する提言を、市民の生活を守る立
場で国へ上げていくことについて�

○事件発生の背景を分析し、その原
因を改善することで安全な地域社
会を構築する考えについて�

○「ひとにやさしいまち」と「変革
と挑戦」の整合性について�

○行政ＳＲ作戦を抜本的に見直す考

えについて�
○「公共」に関する根本的な認識に
ついて�

○中央北地区再開発と広域ごみ処理
施設建設を考え直すことについて�

○（仮称）川西市環境基本条例の策
定手順及び（仮称）川西市環境基
本計画の具体的な内容について�

○猪名川上流広域ごみ処理施設組合
と市との協議のあり方について�

○中央北地区の建物・営業補償に関
する調査結果とこれらに市税を支
出する考え方について�

○都市整備公社に対する土地売却の
考え方について�

○総合体育施設の整備方針について�
○（仮称）人権基本計画の策定意図
について�

○３５人以下学級の実施に向けた取り
組み方針について�

【自由市政会】�
中礼思無哉　　菅原　　巖�
倉谷八千子　　　　　　　�

○市職員の退職時の特別昇級を見直
す考えについて�

○兵庫県市町村職員退職手当組合の
財政状況について�

○功労があった職員には昇格等の措
置を行う考えについて�

○過去１０年間の市職員給与のラスパ
イレス指数の推移について�

○定年退職日を見直す考えについて�
○「市民憲章」の見直しについて�
○１市３町で構成する一部事務組合
を設立し市立川西病院を運営する
考えについて�

○特別養護老人ホーム及び知的障害
者グループホームの建設見通しに
ついて�

○子育て支援策など福祉のまちづく
りに向けた取り組み方針について�

○自由校区実施に向けてモデル校を
設置する考えについて�

○市営住宅の駐車場の管理状況について�
【新生緑風会】�

松田　恭男　　吉田　　進�
○委託問題と職員の意識改革に関す
る考えについて�

－総括質問項目－�（掲載分を除く）�

産 業 活 力 �

◎産業�

　●産業ビジョンの推進�

�

　●中心市街地活性化の推進�

�

◎労働�

　●労働者への支援�

◎観光�

　●源氏まつりの開催�

�

�

145万4000円�

�

1030万7000円�

�

903万2000円�

�

505万1000円�

自 治 体 経 営 �
◎共感・共生のまちづくり�
　●人権擁護・啓発の推進（（仮称）

人権基本計画の策定など）�
�
　●子どもの人権オンブズパーソン活

動の実施�
◎協働とパートナーシップのまちづ
くり�

　●協働のまちづくりの推進�
�
◎その他�
　●市制施行50周年記念事業の実施�
�
　●公文書管理システムの導入�
�
　●戸籍事務の電算化�

快 適 安 全 �

◎都市計画�

　●都市計画の管理（地図情報システムの整備等）�

�

◎市街地整備�

　●中央北地区の整備�

　●川西中央Ｅ地区優良建築物の整備�

�

◎交通体系�

　●呉服橋本通り線の道路改良�

　●小花滝山線の整備�

　●道路改良（市道55号など2路線）�

　●橋りょうの維持補修（桃源橋など2橋）�

�

　●路線バス運行の支援�

◎住宅�

　●市営住宅の維持管理�

◎防災�

　●急傾斜地対策の実施�

◎消防・救急�

　●消防団施設等の整備�

　●消防設備の維持管理�

◎交通安全�

　●歩道の整備（市道4号）�

◎防犯�

　●生活安全事業の推進�

◎消費生活�

　●消費者啓発の推進�

�

�

4596万7000円�

�

1億9819万4000円�

�

1億5226万3000円�

�

1億7875万円�

2億9934万6000円�

2443万7000円�

�

6983万5000円�

1628万7000円�

�

�

1億1424万円�

�

740万円�

�

750万円�

6053万3000円�

�

1億371万4000円�

�

296万9000円�

�

204万円�

※議員名は、交渉団体の構成メンバー�
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議員　県事業である「スポーツクラ
ブ２１ひょうご」の本市での設立状況
は、他市と比較して非常に遅れてい
る。�
　今後のスポーツクラブの設立計画
やクラブハウスの整備方針について
伺いたい。�
生涯学習部長  
本市における
スポーツクラ
ブは、市内１６
小学校区中、
川西小学校と
桜が丘小学校
で設立されて
おり、１６年度
前半に４小学
校区での設立
を予定してい
る。�
　クラブハウ
スは、川西小
学校で整備さ
れたが、桜が

丘小学校は、余裕教室を暫定的に利
用する方向で調整しているところで
ある。今後のクラブハウスの整備
方針は、基本的には学校敷地内に
新たに建設していくこととしてい
る。�

議員　都市化や核家族化などの影
響で、子供たちが、働くことの喜
びや意義を実感しにくい時代とな
ってきており、こうしたことも、
今後の教育における重要課題であ
る。�
　そこで、本市で取り組まれている
「総合的な学習」や「トライやる・
ウィーク」の現状と課題について伺
いたい。�
教育振興部長  総合的な学習では、
職業調べや地域で働く人々の様子を

教材化するほか、農業体験などを実
施している。また、トライやる・ウ
ィークについては、子供たちの生き
る力をはぐくむための事業として、
保護者をはじめ関係団体等の協力や
支援をいただきながら、７年前から
実施している。�
　今後は、こうした体験学習が一過
性のものに終わることなく、自分の
将来を見通した生き方などに結びつ
くような取り組みにしていくべきだ
と考えている。�

議員　中学生は、精神的にも肉体的
にも目覚ましく成長する時期にある
が、この時期に正しい食生活を送れ
ない生徒も見受けられる。�
　こうした中で、これまでも、弁当
を持参しない生徒への対応策として、
「中学校への民間委託による選択制
給食の導入について」質問してき
たが、その後の検討状況を伺いた
い。�
教育振興部長　中学校の給食につい

ては、家庭から持参する手作りの弁
当を基本としてきているが、家庭の
事情などによって弁当を持参できな
い生徒もいるため、弁当の供給制度
について調査した。�
　選択制の給食にも幾つかの方法が
あることから、今後は、栄養価など
に配慮した弁当の校内販売が可能か
どうかを中心に、先進事例や学校等
の意見も参考にしながら、検討して
いきたい。�

議員　兵庫県では、平成１５年度より、
「食育」など三つのテーマを掲げて、
県民運動「食の健康大作戦」を進め
ている。�
  食教育については、過去にも何度
か質問し、平成１２年９月定例会では、
食教育の全市的な取り組みの必要性
について質問したが、その後の取り
組みについて伺いたい。�
教育振興部長　食生活のあり方を見
直す気運が高まる中、市内の多くの

学校で、「総合的な学習」の時間に「食
育」や「食農」などを学習テーマと
して取り上げているほか、栄養士が
配置されている学校では、栄養士が
専門的立場から教師と連携して授業
に参加する機会も設けている。�
  平成１７年度から、栄養教諭が創設
されようとしており、こうした国の
動向にも注目しながら、各校におい
て一層、食教育が推進されるよう啓
発していく考えである。�

議員　兵庫県在住の２０歳以上６５歳未
満の配偶者のある女性を対象とした
『夫から妻への暴力についての調査
研究報告書』によると、「なぐるなど
してけがをさせられた」という女性
が、１０人に１人いるという結果が出
ている。�
  本市におけるＤＶ（家庭内暴力・
夫や恋人から受ける暴力）に関する
相談体制の充実、あるいは、関係機
関との連携強化などへの取り組みに
ついて伺いたい。�
生活・人権部長　ＤＶに関する相談
体制としては、市男女共同参画セン

ターにおいて、女性のための相談を
週２回実施しているほか、県におい
て、加害男性に対するカウンセリン
グも実施しているが、相談件数が増
加傾向にあることから、さらに充
実していく必要があると考えてい
る。�
  関係機関との連携については、平
成１３年度から、県保健福祉事務所や
警察等にも参加いただき、ＤＶ理解
のための関連職員研修やＤＶ防止の
ためのネットワーク会議などを実施
しており、さらに充実させていきた
いと考えている。�

議員　今や国民病ともいわれている
アレルギー疾患について、先進都市
では、対策検討委員会を設置して調
査結果を発表するなど、今後の対策
の方向付けをしている。�
　本市でも、医療機関、行政、学校
園、保育所などのネットワークを活
用し、相談体制を確立することが
必要と考えるが、そうした対応に
ついて伺いたい。�
保健福祉部長  アレルギー疾患対
策については、高度で専門的かつ
広域的な取り組みが必要なことか
ら、都道府県や保健所を設置して
いる大規模都市の事業とされてい
る。�
　本市では、４カ月児・１歳６カ
月児・３歳児を対象とした健康診
査時に、保健師や管理栄養士によ
り、アレルギーに関する問診や相

談を実施するとともに、母親学級等
においても相談や啓発を行っている。�
　今後も、県川西健康福祉事務所や
関係医療機関等と連携を図りながら、
相談業務や知識の普及・啓発等を行
い、県事業への支援に努めていきた
い。�

�
○議員協議会（本市議会議員の交通事故に
ついて）�

○議会運営委員会�
○まちづくり調査特別委員会（副委員長の
辞任について）�

○第１回市議会臨時会（招集日）�
○議会運営委員会�
○厚生経済常任委員協議会（公的個人認証
サービスについて）�

�
○まちづくり調査特別委員会行政視察（千
葉市・蘇我臨海地区について）�

○まちづくり調査特別委員会行政視察（市
川市・防災公園街区について）�

○広域ごみ処理施設調査特別委員会行政視
察（東京二十三区清掃一部事務組合・板
橋清掃工場について）�

○広域ごみ処理施設調査特別委員会行政視
察（栃木市・とちぎクリーンセンターに
ついて）�

○厚生経済常任委員協議会（川西市子ども

の人権オンブズパーソンについて）�
○議会運営委員・常任委員長合同会議�
○文教公企常任委員会�
○広報委員会行政視察（太宰府市・議会だ
よりの編集についてなど）�

○広報委員会行政視察（春日市・市議会だ
よりの編集についてなど）�

○議会運営委員会�
○第２回市議会定例会（招集日）�
○議会運営委員会�
�
○第２回市議会定例会（第２日）�
○第２回市議会定例会（第３日）�
○第２回市議会定例会（第４日）�
○議会運営委員会�
○第２回市議会定例会（第５日）�
○議会運営委員会�
○総務常任委員会�
○文教公企常任委員会�
○文教公企常任委員協議会（中学校のＬＡ
Ｎ・ホームページ授業及び学校危機管理
についてなど）�

○厚生経済常任委員会�
○厚生経済常任委員協議会（特別養護老人
ホーム整備法人の公募について）�
○建設常任委員会�
○一般会計予算審査特別委員会�
○一般会計予算審査特別委員会�
○一般会計予算審査特別委員会�
○特別会計・公営企業会計予算審査特別委
員会�
○議会運営委員会�
○文教公企常任委員会管内視察（中学校の
ＬＡＮ・ホームページ授業及び学校危機
管理についてなど）�
○第２回市議会定例会（最終日）�
○議会運営委員会�
○議員協議会（地方税法等の一部改正の概
要についてなど）�
�
○第３回市議会臨時会（招集日）�
○広域ごみ処理施設調査特別委員会（ごみ
処理施設整備事業計画についてなど）�
○広報委員会�
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　平成16年第3回臨時
市議会が、4月1日に
1日間の会期で開かれ、
「（仮称）日高団地Ｂ
－2棟建設工事請負契
約の変更」をはじめ、
地方税法等の一部改正
に伴う「川西市税条例
及び川西市都市計画条
例の一部改正案」など
4件が審議されました。�
　これらの案件は、急
を要するため、当日の
本会議で即決され、そ
れぞれ原案のとおり可
決されました。�

第3回臨時市議会�

　ごみ問題が深刻化する中、平成７
年６月に「容器包装リサイクル法」
が制定されたが、この法律では、容
器包装廃棄物の排出抑制に結びつい
ていない。�
　また、同法は、分別収集に取り組
む地方自治体の財政を圧迫し続ける
ほか、リサイクル費用の多くを税金
に依存することで、ごみ減量等を積
極的に進めるべき製造業者などへの
動機づけさえも希薄化させている。�
　よって当市議会は、政府が、容器
包装廃棄物の発生抑制・再利用・再
生利用の優先順位を明確にするとと
もに、それらを推進するための経済
手法等を盛り込み、地方自治体の負
担が軽減されるよう、同法の早期見
直しを強く要望する。�

「容器包装リサイクル法」
の見直しを求める意見書
＜要旨＞�

要旨�

川西小校区クラブハウス川西小校区クラブハウス�川西小校区クラブハウス�

“働く喜び”体感で体感できる�
 体験学習の現状体験学習の現状と課題問課題問う�
“働く喜び”体感できる�
 体験学習の現状と課題問う�

教育教育��教育�

導 入 へ の 検 討 状 況 は�
教育教育��教育�中学校 選択制給食�中学校 選択制給食�

クラブハウスの整備方針を聞く�
「スポスポーツクラブ21ひょうご」�「スポーツクラブ21ひょうご」�教育教育��教育�

具体的な取り組み状況示せ�
必要性高まる『食教育』�必要性高まる『食教育』�教育教育��教育�

相 談 体 制 の 確 立 を �
《アレルギー疾患対策》�《アレルギー疾患対策》�福祉福祉��福祉�

相談体制の充実策など聞く�
ドメスティック・バイオレンス（DV）�ドメスティック・バイオレンス（DV）�福祉福祉��福祉�

“難解なカタカナ語”�企画�
政策�

『阪神北部広域行政研究会』�企画�
政策�

企画�
政策�

各種審議会 傍聴者への資料配付�

〈政治関係ポスター〉�選管�

中央北地区開発�再開発�

“休止している親善大使派遣”�国際�
交流�
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　一般質問は、本会議第3日目と第4日目の2日間にわたり行われ、12人の議
員が、32項目について質問しました。�
　これらの質問のうち、12項目について、質問と答弁の要旨を掲載しました。�
　なお、要旨を掲載していない質問項目は、下段の「一般質問項目（掲載分
を除く）」をご参照ください。�

議員　本市の財政状況が厳しさを増
す中で、市民の暮らしや福祉が切り
捨てられようとしている。�
  こうした中で、中央北地区の開発
では、市都市整備公社が事業主体と
なって基盤整備を進めようとしてい
るが、区画整理組合を立ち上げ、組
合を事業主体とすれば市の財政負担
も軽くなると思うがどうか。�
都市再生部長　都市整備公社の事業
参画については、過去の教訓等を踏
まえ、今後の事業展開に多面性、弾
力性を持たせることを念頭に置いた

ものである。�
  また、事業推進の手法として、仮
に区画整理事業を念頭に置いたとし
て、大規模な公的施設の整備が伴う
場合、公的団体で施行する方が助成
制度上有利な面があること、さらに
は、新しいまちづくりを推進するた
め、基盤整備は公共で上物整備は民
間で行う「上下分離方式」を前提と
していることなど、これらを総合的
に勘案すると、都市整備公社の事業
参画は、現時点では適切な判断であ
ると考えている。�

議員　政治関係ポスターは、公共物
や公共施設に違法に掲示されていて
も、勝手に撤去できないこととされ
ている。�
　まちの美観を損ね、政治不信を招
きかねない違法掲示ポスターに対す
る対応策を伺いたい。�
選挙管理委員会委員長　選挙活動用
ポスターの中には、内容に違法性の
あるものや掲示場所が不適当なもの
も見受けられる。�
　市の選挙管理委員会としては、ポ

スターそのものに違法性がある場合、
県の選挙管理委員会や警察と連携し、
警告ののち撤去命令を出すほか、公
共物へのポスター掲示については、
市民からの苦情が寄せられるたびに
管理者に通報し、それぞれの管理者
で対応していただいている。�
　今後とも、関係機関と連携しなが
ら、違法ポスターを処理するととも
に、公共物への掲示については、迅
速に各施設管理者に通報し、撤去要
請をしていきたいと考えている。�

議員　平成４年１０月に、米国ケンタ
ッキー州ボーリング・グリーン市と
姉妹都市提携を交わしたが、相手市
の状況変化により親善大使の派遣等
を休止している状況にある。�
　国際化が進む中で、国際交流の
必要性はますます高まっているこ
とから、今後の国際交流の考え方
について伺いたい。�
企画財政部長
　姉妹都市提
携以降の交流
実績として
は、公式訪問
団や親善大使
などで、ボー
リング・グリ
ーン市から３５
名、本市から
は１５３名であ
る。�
  今後の国際
交流について
は、現在も継

続しているボーリング・グリーン市
との図書館交流、学校間交流、市民
間交流などを支援するほか、在住外
国人に対する日本語講座など様々な
事業を展開されている「国際交流協
会」や、ボランティアで運営する国
際支援団体などの力がうまく機能し
ていくよう支援していくことが大切
であると考えている。�

議員　各種審議会における傍聴者へ
の資料配付については、多くの審議
会等で資料が配付されているが、次
第書程度の配付にとどまっている審
議会等もあり、資料配付の取り扱い
は様々である。�
　意思形成の過程から積極的に情報
公開することによって、市民参加と
市民との協働を前進させていくこと
になると思うが、傍聴者への資料配
付の考え方について伺いたい。�
企画財政部長　傍聴者への審議資料
の提供については、情報提供を意識

した資料の作成をお願いするなど、
可能な限り傍聴者へ資料提供ができ
るよう配慮している。�
  審議会については、それぞれの設
置目的や審議内容等が異なっている
など、資料配付の取り扱い等を一律
にすることが難しく、また、傍聴者
は審議に参加するのではなく、審議
の過程を見守る立場であることから
すると、すべての審議会等において、
委員等と同様の資料が必要である
とまでは言い切れないと考えてい
る。�

議員　全国的に市町村合併が進めら
れる中で、平成１２年に川西市、宝塚
市、伊丹市及び猪名川町の３市１町
で『阪神北部広域行政研究会』を
立ち上げ、３年間の研究の後、１１
分野３０項目の行政項目にわたって
広域連携を実施し、または、実施
可能とする成果を残すこととなっ
た。�
  こうした研究成果等が、市民に見
えにくいと思われるため、情報発信
の工夫ができないか伺いたい。�
企画財政部長　広域行政研究会の成

果としては、３市１町での合併は時
期尚早であり、合併区域についても
引き続き住民とともに考えて行くべ
きとの結論を得たほか、広域的連携
事業について１１分野３０項目の事業実
施を決定し、住民の方々から一定の
評価をいただいた。�
  これらの内容は、３市１町のホー
ムページや広報紙を通じてお知らせ
しているが、今後も、関係フォーラ
ムや出前講座等の機会をとらえ、市
民の皆さんに正確で分かりやすい情
報を提供していきたい。�

議員　昨年４月、国立国語研究所が、
分かりにくいカタカナ語を使用しな
いよう、各行政機関に通知したと聞
いている。�
　本市の資料や施政方針などには、
分かりにくいカタカナ語が多く使わ
れており、市民には理解しにくい
と思われる。難解なカタカナ語を
排除する考えはないか伺いたい。�
企画財政部長　どのような言葉を
用いることが適当かということは、
一般的に、表現する側の意図、想
定される相手方、使われる環境な
どによって変わってくるものと考
えられている。また、外来語も、
広く社会に知れ渡り日本語と同様
に使われている言葉は、無理に日
本語に置き換えずにそのまま用い
るほうが分かりやすい場合もある。�
  市が作成する資料については、

新しい考え方や制度等を表現するに
際して、他に置き換える言葉が見つ
からない場合にはカタカナ語を使用
しているが、用語の説明を付記する
など、できるだけ分かりやすい資料
にしていくよう努力している。�

○教科書検定制度
の見直しを求め
る意見書に関す
る陳情書�

�
○緊急地域雇用創
出特別交付金の
継続・改善を求
める陳情書�

　川西市議会では、本会議はも
とより、議会運営委員会をはじ
め、常任・特別委員会など、す
べての会議を公開しています。�
　これらの会議では、皆さんの
日常生活に関わりの深い重要な
事柄が審議・審査されています。�
　市の方針や議会活動を知るよ
い機会ともなりますので、ぜひ
傍聴にお越しください。�
　なお、次の定例会は、６月上
旬頃から開かれる予定です。�
　これらの会議の開催日程等に
ついては、市議会事務局（TEL：
740－1255）にお問い合わせい
ただくか、市議会ホームページ
（http: //www. city. kawanishi. 
hyogo. jp）をご覧ください。�

傍聴にお越しください�
（発言順）�

一
般
質
問
項
目�

（
掲
載
分
を
除
く
）�

川西小校区クラブハウス�

“働く喜び”体感できる�
 体験学習の現状と課題問う�

教育�

教育�中学校 選択制給食�

「スポーツクラブ21ひょうご」�教育�

必要性高まる『食教育』�教育�

《アレルギー疾患対策》�福祉�

ドメスティック・バイオレンス（DV）�福祉�

市の資料から除く考えないか�
“難解なカタカナ語”�“難解なカタカナ語”�企画企画��

政策政策��
企画�
政策�

研究成果の情報発信に工夫を�
『阪神北部広域行政研究会阪神北部広域行政研究会』�『阪神北部広域行政研究会』�企画企画��

政策政策��
企画�
政策�

基本的な考え方を問う�
企画企画��
政策政策��
企画�
政策�

各種審議会 傍聴者への資料配付�各種審議会 傍聴者への資料配付�

〈政治関係ポスター〉�〈政治関係ポスター〉�選管選管��選管�
違法掲示の対応策聞く�

事業主体の考え方ただす�
中央北地区開発�中央北地区開発�再開発再開発��再開発�

今後の国際交流の方針示せ�
“休止している親善大使派遣る親善大使派遣”�“休止している親善大使派遣”�国際国際��

交流交流��
国際�
交流�
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予算委員会報告�予算委員会報告�
一 般 会 計 �

　総額1014億8798万6000円で編成された平成16年度一般、特別及び公営企業会計予算
は、二つの予算審査特別委員会で慎重な審査が加えられました。�
　本会議最終日には、それぞれの予算審査特別委員長から、委員会の審査経過と結果
が報告され、採決の結果、いずれも原案のとおり可決されています。�
　なお、ここでは、二つの予算審査特別委員会で交わされました論議のうち、一部を
掲載しています。�

委員　平成１６年度、個人市民税の均
等割額が２５００円から３０００円に引き上
げられようとしており、また、配偶
者特別控除も廃止されようとして
いるが、これらの影響額を伺いた
い。�
市民税課長　国の税制改正では、人
口段階別の税率区分が廃止され、個
人市民税の均等割額が２５００円から３０００
円に増額されるほか、配偶者特別控
除の廃止が、平成１７年度以降に適用
されようとしている。�
　このうち、均等割の税率改正によ
る影響額としては、約２９００万円が増
収となる見込みである。�
委員　国が進める「三位一体改革」

の一環として、平成１６年度から新た
に所得譲与税が創設されているが、
これによって一般財源化された事業
の財源は全額確保できるのか。�
財政課長　今回、全国の市町村にお
いて、一般財源化された事業の総額
は約４２４９億円で、これを新たに創設
された所得譲与税の財源で賄うもの
である。�
　地方への配分方法が、平成１２年度
の国勢調査による人口案分となるこ
とから、自治体間で若干の差違が生
じるものの、理論上、財源は確保で
きるものと考えている。�
委員　固定資産税及び都市計画税に
おける滞納繰越分総額のうち、舎羅

林山開発地域に係る滞納額が大部分
を占めているが、その収納経過等に
ついて伺いたい。�
税務室長　平
成１６年１月現
在、当該開発
地域は、開発
当初の業者か
ら別の業者に
所有権が移っ
ているが、約
９億３０００万円
にのぼる滞納
額は、あくま
で開発当初の
業者に課税さ

れたものであることから、今後とも、
全額収納に向けてねばり強く交渉を
重ねていきたい。�

委員　平成１６年度は、市制施行５０周
年に当たるため、記念事業経費とし
て、９７１万円の委託料などが計上さ
れているが、事業の具体的な内容に
ついて伺いたい。�
政策室主幹　市制施行５０周年の記念
事業としては、記念式典の開催をは
じめ、「ＮＨＫのど自慢大会」や小・
中・高校生を対象とした「ふれあい
カーニバル」を開催するほか、市民
から公募した写真等を活用しながら、
本市の移り変わりなどを盛り込んだ
記念誌の発行や、歌舞伎鑑賞教室の
開催などを予定している。�
委員　平成１６年度も、民生児童委員
の活動経費が計上されているが、特
に、１６年度は委員改選の年に当たる
が、委員の選出方法を見直す考えは
ないか。�
福祉推進室長　委員の選出方法につ
いては、３年前の改選時に、従来、市
民生委員推薦会で行っていた推薦作
業を、市内１４ブロックに設置する民
生委員推薦準備会に移行することと
し、一定、選出方法の見直しを行って
おり、その結果、前回の改選において
は、これまで以上に慎重に推薦作業
が進められたと認識しており、今後
もこの手法で進めたいと考えている。�
委員　新年度では、不法投棄を防止
するための監視カメラの購入費用が
計上されているが、プライバシー保

護の面から、監視カメラの取り扱い
方針を伺いたい。�
道路管理課長　平成１４年度より、不
法投棄処理事業を実施しているもの
の、不法投棄が後を絶たないことか
ら、平成１６年度に移動式の監視カメ
ラを１台購入する予定である。�
　監視カメラの設置に際しては、個
人のプライバシーを侵害することの
ないよう、撮影の妥当性などについ
て、今後、市の個人情報保護審議会の
意見を聞きながら対応していきたい。�
委員　平成１６年度も、ビン類回収用
コンテナ配布業務の委託料として、
７２５３万８０００円が計上されているが、
今後のコンテナ配布の考え方を伺い
たい。�
環境推進室長　当該業務は、平成１０
年度から業者委託により、すべての
地域でコンテナの配布・回収を行っ

てきた。その後、経費を削減するた
め、集合住宅の管理人とコンテナ管
理について話し合った結果、４８カ所
で個々に管理願うこととなった。�
　これ以外については、市で配布せ
ざるを得ない状況である。�
委員　平成１６年度では、小学校にお
ける米飯給食の回数を増やすため、
米飯給食配送等に係る委託料として
２８１９万５０００円などが計上されている
が、回数増に向けた取り組みについ
て伺いたい。�
学務担当主幹　現在、市内小学校で
は、週１回の米飯給食を実施してい
るが、整備済みの３校の拠点校に加
え、平成１６年度には、新たに久代小
学校と緑台小学校の２校を準拠点校
として整備する予定である。�
　このことにより、概ね週２回の米
飯給食が実施できることとなるが、
今後も、さらに回数増に向けて努力
していきたい。�
反対意見　平成１６年度では、引き続
き再開発事業などに多額の公金が支
出されようとしており、また、下水
道料金が引き上げされるほか、敬老
祝金の廃止などが行われるなど、住
民本位の予算編成とは言いがたい。�
　加えて、広域ごみ処理施設組合が
実施する施設建設等へ負担金が支出
されようとしており、このような方
針のもとで編成された本予算案には

賛成できない。�
賛成意見　本市を取り巻く財政環境
が厳しい中、各施策に配慮した予算
が編成されていることを評価する。�
　１６年度にあっても、市税収入の伸
びが見込めない中で、中央北地区の
整備などの行政課題も山積している
ことから、今後とも、事務事業の果
断なる見直しを図るなど、市民と協
働のまちづくりの実現に向け、効果
的・効率的な行財政運営に努められ
るよう強く要望し、新年度予算案に
賛成する。�

�
付帯決議＜要旨＞�

　平成１６年度予算案を慎重に審査した。

行財政の枠組みの見直しや最少の経費

で最大の効果をもたらすための創意工

夫の跡も見られるものの、さらに努力

を期待すべき点もあることから、当特

別委員会として、以下の事項について、

強く要望する。�

①　固定資産税及び都市計画税におけ

る滞納繰越分のうち、住宅団地開発に

係る多額滞納に関して、全額徴収に向

け、あらゆる方途を講じられたい。�

②　委託料については、業務内容も多

岐にわたっており、一様に律すること

はできないが、事務事業の見直しの一

端として、委託契約のあり方や契約額

の適正化、あるいは、委託業務の質的・

量的内容の担保等に関し、さらに検討

を加えられ、次年度予算に反映されたい。�

“�“舎羅林山開発地域”固定資産・都市計画税の収納経過も�個人市民税 税率改正に伴う影響額を問う�

“�“ビン類回収用コンテナ配布”今後の考えは�「市制施行50周年記念事業」具体的な内容聞く�

繰入金／26億590万円（5.5％）�市税／196億4275万5000円（41.7％）�

地方交付税／55億3000万円（11.7％）�

その他／22億5170万1000円（4.8％）�

議会費／4億9013万4000円（1.0％）�
　　　　3060円�

総務費／42億9861万7000円（9.1％）�
　　　　2万6836円�

消防費／16億603万4000円（3.4％）�
　　　　1万26円�

　　　教育費／51億3299万8000円（10.9％）�
　　　　　　　3万2045円�

　　　　　　公債費／106億7563万3000円（22.7％）�
　　　　　　　　　　6万6647円�

　　　　　　　　　　　　　　その他／5059万1000円（0.1％）�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　316円�

民生費／117億8652万1000円（25.0％）�
　　　　7万3582円�

　　衛生費／50億3271万2000円（10.7％）�
　　　　　　3万1419円�

　　　　　労働費／1億394万1000円（0.2％）�
　　　　　　　　　649円�

　　　　　　　　　農林業費／1億2926万8000円（0.3％）�
　　　　　　　　　　　　　807円�

商工費／3億8007万3000円（0.8％）�
　　　　2373円�

　　　　土木費／74億3947万8000円（15.8％）�
　　　　　　　　4万6444円�

地方譲与税／9億6600万円（2.0％）�

国庫支出金／36億2597万9000円（7.7％）�

歳 入�

歳 出�

県支出金／16億3835万2000円（3.5％）�

市債／68億4560万円（14.5％）�
※（　）内は総額に占める割合�
　　　＝ 一人当り額�
　　     （人口は、平成15年12月末人口　16万182人）�

使用料及び手数料／13億3731万8000円（2.8％）�

対前年度伸び率　3.1％�

一般会計予算�
　総額  471億2600万円�

利子割等各種交付金／26億8239万5000円（5.8％）�

火打前処理場�
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委員　平成１６年度では、通水５０周年
事業の一環として、久代浄水場に太
陽光発電装置が設置されようとして
いるが、当該装置について伺いたい。�
浄水課長　太陽光発電装置について
は、設置費用の約半分を新エネルギ
ー産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）
に負担していただけることとなって

いる。�
　その導入効果として、浄水場にお
ける使用電力を年間約２０万円削減で
きるほか、地球温暖化の抑制にも貢
献できると考えている。�
反対意見　生活に欠かせない水に消
費税が転嫁されており、これを削除
する修正案を提出し、本予算案に反
対する。�
賛成意見　安全な水の確保に向けて
日々努力されていることを評価し、
本予算案に賛成する。�

�
�
�
�
委員　多目的デジタルＸ線透視撮影
装置などの医療機器を購入するため
１億円が計上されているが、病院経
営が厳しい中で、高額の医療機器を
購入されようとする考え方について
伺いたい。�
病院事業管理者　現在の機器は、平
成７年に購入し９年経過しており、

今回、最新機器を整備しようとする
ものである。�
　購入しようとする医療機器は、採
算面ではそれほど収益が見込めるも
のではないが、こうした医療機器を
導入することは、高度医療・先進医
療を提供する中核医療機関として必
須であると考えている。�
反対意見　市民にとって必要不可欠
な医療分野に、５％の消費税が転嫁
されており、これを削除する修正案
を提出し、本予算案には反対する。�

予算委員会報告�

公 営 企 業 会 計 �

特 別 会 計 �

太陽光発電装置�
設置の効果は�

高額医療機器の購入�
基本的な考え方問う�

�
�
�
�
�
�
委員　平成１６年度も、収納率向上特
別対策事業の経費が計上されている
が、収納率向上に向けた取り組みに
ついて伺いたい。�
保険税収納課長　収納率向上に向け

ては、日曜徴収や夜間電話催告など
をさらに充実するとともに、滞納者
と接触し話し合うことを重点におき、
資格証明書や短期被保険者証の有効
活用を図りながら対応していきたい。�
反対意見　国保税の引き上げを盛り
込んだ予算案であり、賛成できない。�
賛成意見　事業の一層の充実に努め
られるよう要望し、本予算案に賛成
する。�

委員　平成１６年度では、本事業加入
者１万６９９５人に係る総医療費のうち、
医師等に支払う医療給付費分などの
費用１１６億８７００万円を差し引いた、
加入者１人当たりの自己負担割合に
ついて伺いたい。�
保険年金室長　本予算案を編成する
に際し、加入者１人当たりの自己負
担比率は、約９.６％と試算している。�
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委員　平成１６年度、水稲交付金にお
ける国庫負担金が前年度と比べ、１１
万６７９５円減額となっているが、減額
理由について伺いたい。�
農林・労政課長　平成１６年度におけ
る引き受け戸数を、前年度に比べ３
戸減の３３５戸と見込んだことが主な
要因である。�

�
�
委員　平成１６年度で閉鎖予定とされ
ている火打前処理場の予算計上の考
え方について伺いたい。�
下水道室長　処理場の稼働経費につ
いては、平成１６年度末をもって処理
場を閉鎖することを視野に入れ計上
しており、修繕費などについては、

前年度と比較して大幅に減額してい
る。�
反対意見　下水道使用料金が大幅に
値上げされ、皮革工場汚水に係る使
用料は引き続き免除されようとして
いることなどから、本予算案には賛
成できない。�
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委員　駐車場使用料が対前年度１８００
万円減で計上され、基金を取り崩す
ことによって対応しようとしている
が、今後の経営方針について伺いた
い。�

土木部長　地方自治法の改正により、
平成１５年９月から施行されている「指
定管理者制度」を活用することによ
り、管理代行の手法を取り入れ、顧
客ニーズに対応していきたい。�
反対意見　平成１６年度も、ジョイン
川西駐車場が事業経営を圧迫してお
り、本予算案には賛成できない。�
賛成意見　さらに創意工夫を凝らし
た経営に努められるよう要望し、本
予算案に賛成する。�
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委員　国の指導では、平成１６年４月
から、介護認定審査会の構成人員に
ついては、３人以上体制でもよいこ
とになったが、本市の現在の５人体
制をどのようにする考えか。�
認定サービス担当主幹　３人体制に
した場合、主治医の意見書を重視す
る審査に支障を来す恐れがあること
から、今後も現在の体制を維持した
い。�
賛成意見　本制度が市民の立場に立
った制度となるよう、国等に強く働
きかけられることを要望し、本予算
案に賛成する。�

「火打前処理場」予算計上の考え方は�

共済事業廃止の考えないか�

「市営駐車場」今後の経営方針は�

介護認定審査会の体制問う�

収納率向上への取り組み示せ�

加入者の自己負担割合は�

国庫負担金の減額理由は�

土壌汚染調査の結果聞く�

住宅街区整備用地�
先行取得事業特別会計�

農 業 共 済 事 業 �
特　別　会　計�

老 人 保 健 事 業 �
特　別　会　計�

下 水 道 事 業 �
特　別　会　計�

駐 車 場 事 業 �
特　別　会　計�

介 護 保 険 事 業 �
特　別　会　計�

交通災害共済事業�
特　別　会　計�

国民健康保険事業�
特　別　会　計�

（万円）�

（億円）�
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国民健康保険事業� 老人保健事業� 農業共済事業�交通災害共済事業� 下水道事業� 駐車場事業� 住宅街区整備用地先行取得事業� 介護保険事業�

前年度�本年度�

前年度（円）�

対前年度比　�

本年度（円）�

水道事業� 病院事業�

特別会計・公営企業会計予算  対前年度当初予算比較�

128億3103万�

＋6.4％�

120億5751万6000�

117億7745万3000�

＋0.9％�

116億6800万4000�

2557万7000�

－1.9％�

2606万8000�

2937万7000�

－3.7％�

3050万8000�

51億7161万6000�

－3.2％�

53億4468万5000�

1億5724万2000�

＋0.2％�

1億5688万4000�

69億4567万6000�

＋134.0％�

29億6838万6000�

65億3264万1000�

＋6.8％�

61億1462万�

45億6585万2000�

＋4.4％�

43億7237万9000�

63億2552万2000�

＋2.2％�

61億8871万4000
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委員　平成１６年度、都市開発資金で
１.９ヘクタールの整備用地が購入さ
れようとしているが、この用地に対
する土壌汚染調査について伺いたい。�
中央北地区整備室長　土壌汚染調査
については、平成１１年度に中央北地

区住宅街区整備準備組合が一部暫定
的に調査を実施されており、その結
果、汚染の箇所はほとんど無いと聞
いている。�
反対意見　十分な検討もされないま
ま整備用地の先行取得が進められ、
資金の流れも見えにくい構図となっ
ていることから、本予算案には賛成
できない。�

委員　共済事業を取り巻く環境は、
一段と厳しさを増してきているが、
廃止を前提に検討する考えはないか。�
土木部長　現在の制度では、多様化
する時代のニーズに適応しにくくな
っており、特に若年層の加入率の低
下が著しく、制度を安定運営するた
めの加入者数を確保することが困難
な状況になっている。�
　今後、廃止も念頭におきながら事
業のあり方を検討していきたい。�

水道事業会計� 病院事業会計�

火打前処理場火打前処理場�火打前処理場�



建設常任委員会�
■川西市地区計画の区域内における
建築物の制限に関する条例の一部
を改正する条例の制定について�

　本案は、南野坂地区の地区計画区

域内の適正な都市機能と健全な都市

環境を確保するため、都市計画法に

基づき、地区整備計画区域内の建築

物の敷地、構造及び用途の制限を新

たに条例に規定しようとするもので

ある。�
当該地区計画地区の現況につ
いて伺いたい。�
この地区は、阪神・淡路大震
災の後に、南野坂仮設住宅が

建設された地域であり、現在は更地
となっている。�
■平成１５年度川西市一般会計補正予
算（第７回）〈分割付託〉�

特定有料賃貸住宅において、
空き家戸数が増加したことに

伴い、補助金が減額されようとして
いるが、空き家が増えた要因を伺い
たい。�

特定優良賃貸住宅の家賃は、
入居時に安く、段階別に上昇

する傾斜型であり、下降傾向にある
現在の民間家賃と比較すると幾分高
いものとなっている。�
　さらに、分譲マンションの価格も
下落傾向にあり、当該住宅の入居者
の多くが中堅所得者であることから、
月々の家賃相当分で住宅ローンの返
済が可能となり、分譲マンション等
の購入者が増加したことなどが、空
き家戸数の増につながったものと考
える。�

■平成１５年度川西市一般会計補正予
算（第７回）〈分割付託〉�
今回の補正では、ＩＴ教育指
導委託料として８１０万４０００円が

減額されようとしているが、減額理
由を伺いたい。�

この委託料は、小・中・養護
学校それぞれに、情報教育の

補助員を週２日派遣するため、２１００
万円を計上していたものである。�
　今回の減額は、業者７社による見
積もり合わせを行った結果、人件費
の部分が当初見込みを下回ったこと
が大きな要因である。�

■平成１５年度川西市水道事業会計補
正予算（第２回）�
勧奨退職１名、死亡退職１名
の合計２名の退職に伴い、退

職手当組合への特別負担金が追加さ
れようとしているが、この負担金の
内容を伺いたい。�

勧奨退職や死亡退職は、自己
都合による退職よりも退職金

の支給率が高くなっている。�
　このため、兵庫県市町村職員退職
手当組合規約第１６条の規定に基づき、
市が差額分を負担しようとするもの
である。�

文教公企常任委員会�IT教育指導委託料など�
一般会計（教育費）補正を可決�

古紙配合率100％再生紙を使用しています�
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No.52No.52

�
�
�
�

■全員賛成■�
〈条例の一部改正〉�

○川西市職員定数条例（総務）�
○特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁
償に関する条例（同）�
○議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補
償等に関する条例（同）�
○川西市火災予防条例（同）�
○川西市教育委員会教育長の給与等に関する条
例（文教公企）�
○川西市農業共済条例（厚生経済）�
○川西市地区計画の区域内における建築物の制
限に関する条例（建設）�

〈補正予算〉�
○平成15年度川西市一般会計第７回補正（各委
分割付託）�
○平成15年度川西市国民健康保険事業特別会計

第５回補正（厚生経済）�
○平成15年度川西市老人保健事業特別会計第３
回補正（同）�
○平成15年度川西市農業共済事業特別会計第２
回補正（同）�
○平成15年度川西市下水道事業特別会計第３回
補正（建設）�
○平成15年度川西市駐車場事業特別会計第１回
補正（同）�
○平成15年度川西市介護保険事業特別会計第３
回補正（厚生経済）�
○平成15年度川西市水道事業会計第２回補正（文
教公企）�
○平成15年度川西市病院事業会計第３回補正（同）�

〈予　算〉�
○平成16年度川西市老人保健事業特別会計予算（特
別・公企会計予算特別委）�
○平成16年度川西市農業共済事業特別会計予算
（同）�
○平成16年度川西市交通災害共済事業特別会計
予算（同）�

○平成16年度川西市介護保険事業特別会計予算
（同）�

〈その他〉�
○固定資産評価審査委員会委員の選任�
○監査委員の選任＝２件�
○兵庫県市町村職員退職手当組合を組織する地
方公共団体の数の増減及び兵庫県市町村職員
退職手当組合規約の変更（総務）�
○川西市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦
課単価を定めること（厚生経済）�
○農作物（水稲）共済特別積立金の取崩し（同）�
○市道路線の認定（建設）�

■賛成多数■�
〈条例の一部改正〉�

○川西市国民健康保険税条例（厚生経済）�
〈予　算〉�

○平成16年度川西市一般会計予算（一般会計予
算特別委）�
○平成16年度川西市国民健康保険事業特別会計
予算（特別・公企会計予算特別委）�
○平成16年度川西市下水道事業特別会計予算（同）�

○平成16年度川西市駐車場事業特別会計予算（同）�
○平成16年度川西市住宅街区整備用地先行取得
事業特別会計予算（同）�
○平成16年度川西市水道事業会計予算（同）�
○平成16年度川西市病院事業会計予算（同）�

■賛成少数■�
〈予　算〉�

○平成16年度川西市水道事業会計予算修正案（特
別・公企会計予算特別委）�
○平成16年度川西市病院事業会計予算修正案（同）�

【請　　願】�
■採　　択■�

○「容器包装リサイクル法の見直しを求める意
見書」提出を求める請願書�

■不 採 択■�
○政府に「イラクへの自衛隊派兵の撤回を求め
る意見書」の提出を求める請願書（議会運営）�
○2004年の年金改悪に反対し、最低保障年金制
度の創設を求める請願書（厚生経済）�

�
【注】（　）は付託された委員会です。�

職員定数条例・火災予防条例�
の一部改正を審議�総務常任委員会�

問�

答�

問�

■川西市職員定数条例の一
部を改正する条例の制定
について�
　本案は、平成16年度から

「新医師臨床研修制度」が

実施されることに伴い、市

立川西病院の医療提供体制

を確立するため、あらかじ

め医師５名を採用すること

とし、病院企業の職員定数

を改正しようとするもので

ある。�
正規医師を５名増員しようと
する必要性等について伺いた

い。�
これまで、臨床研修医は、内
科などの専門医療の研修を受

けたのち市民病院等へ派遣されてい
たことから、約半年で戦力となって
いた。�
　しかし、新医師臨床研修制度によ
る研修医については、２年間、病院
等で初期医療の研修に専念するため、
即戦力とはならないほか、臨床研修
医師の採用方法が公募方式となるこ
とから、医師の確保が不安定となる
可能性もある。�
　こうしたことから、平成１７年度以
降の医療供給体制を確立するため、
臨床研修医の枠であった５名分を正
規職員の専門医として採用しようと
するものである。�
■川西市火災予防条例の一部を改正
する条例の制定について�
　本案は、近年の喫煙率の低下など

を考慮し、喫煙所設置等の規制を緩

和しようとするもので、総合体育館

のような施設では必置とされていた

喫煙所を、禁煙として廃止するか、

継続して設置するかについて選択可

能にするとともに、各階に喫煙所が

必置とされていた劇場等では、特定

の階を禁煙とし、その階への喫煙所

の設置を不要とするなど、条例の一

部を改正しようとするものである。�
防火対象物を全館禁煙にする
か、あるいは、一定の階だけ

を禁煙にするかについては、誰が判
断するのか。�

この条例は、みつなかホール
や文化会館などのような「消

防長または消防署長が指定する場所
を有する防火対象物」に適用される。�
　これまで喫煙所を設けなければな
らなかった建物を、全館禁煙にする
か、一定の階を禁煙にするかの選択
にいては、その防火対象物の管理権
限者が行うこととなる。�

答�

　今期定例会の常任委員会で審査された議案は、総務委員会５件、文教公企委員会
３件、厚生経済委員会８件、建設委員会４件、四つの委員会に分割付託された補正
予算案１件の計21件です。�
　ここでは、各委員会の審査における質疑などの一部について、その要旨を掲載し
ています。�

問�

答�

問�

答�

問�

答�

問�

答�

厚生経済常任委員会�

問�

答�

■川西市国民健康保険税条例の一部
を改正する条例の制定について�
　本案は、国民健康保険事業の健全

化を図るため、医療給付費分国民健

康保険税の所得割の税率などを変更

しようとするものである。�
今回、医療費給付費分におけ
る所得割の税率が１００分の６１０

から１００分の７００に変更されようとし
ているが、その税率変更と、一般被
保険者分の医療給付費に対する低所
得者軽減措置との関連性について伺
いたい。�

現在、国民保険税における低
所得者減税については、７割、

５割、２割の３段階で実施している。�
　この軽減措置については、一般被
保険者の応能割合と応益割合相当分
を４５％から５５％の間に措置しなけれ
ば軽減が実施できず、国からの補助
も受けられないこととな
っている。�
　このことから、平成１６
年度では、所得割相当分
の底上げを図り、応益割
合を５５.１２％から５２.９７％に
しようとするものである。�

◇　　◇　　◇�
反対意見　国保税全体の
医療費給付費分で４.８３％、
介護納付金分で１０.７６％、
それぞれ税率が引き上げ

られようとしていることなどから、
本案には賛成できない。�
■平成１５年度川西市介護保険事業特
別会計補正予算（第３回）�
施設介護サービス給付事業に
係る関連経費として、５９０４万

円が減額されようとしているが、そ
の理由を伺いたい。�

この補正は、施設サービス費
が１億５４４６万３２１０円の減額と

なり、在宅サービス費が９５４２万２５８８
円の増額となったことから、その差
額相当分５９０４万円を減額しようとす
るものである。�
　このうち、施設サービス費の減額
については、市内の介護施設の一つ
が、介護療養型から医療療養型に変
更され、介護保険事業者としての指
定を辞退されたことが大きな要因で
ある。�

答�

問�

審議案件�

「医療費給付費分」所得割の税率など変更�
国民健康保険税条例の一部改正で論議�

一般会計（土木費）補正予算も�
地区計画区域内 建築物制限条例の一部改正を審議�


